
主目的 7 33 5

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

議員が議員活動を展開するために、調査研究を行い、市政への提言を行うとともに、議員

の資質向上を図る。

内容

（手段）

◆24年度実施内容

・各委員会による行政調査

　調査先の選定・依頼・調整、議員との調整、調査への随行、報告書の受理

・議員の調査研究に資するために会派へ政務調査費を交付

・政務調査費による行政調査

　職員は調査先の選定・依頼・調整、議員との調整、報告書の受理を行う。

　

◆24年度直接経費の内訳

費用弁償（2,716千円）

普通旅費（384千円）

電子計算機借上料（147千円）

議事課　

議事調査係

3

地方自治法、小牧市議会政務調査費の交付に関する条例

1

平成３０年度以降

行政運営

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

効率的で適切な事務運営を行う

1

平成１４年度

行政経営

1

～

根拠法令・個別計画

1

担当部

担当係
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一般会計 担当課

事務事業名 議員調査研究事業

会計区分 事業類型 一般

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

受益者負担

Ｈ25予算額

（手段）

Ｈ22決算額

14,5407,385

Ｈ23決算額

0

0.60

電子計算機借上料（147千円）

政務調査費交付金（5,005千円）

消耗品・印刷製本費等（194千円）

◆25年度直接経費の内訳

費用弁償（5,020千円）

普通旅費（705千円）

電子計算機借上料（121千円）

政務活動費交付金（8,400千円）

消耗品・印刷製本費等（294千円）

0.60

0.00

0

15,294

3,198

財

源

152.3

00

00
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11,644
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国・県支出金

Ｈ24決算額

00

3,198

0.00

0

0.60

0.00

8,446

0.60

0

従事者数

12,096

その他職員

人件費

従事者数

人件費

費

用

対前年比

その他財源

15,294

正職員

一般財源

0

費用合計

3,198
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直接経費

無

3,198

17,738

0

0.00

千円 0 00その他財源 0



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

政務調査費（政務活動

費）執行状況の公開

16

H25

事業の

達成状況

市政への反映を目的とした行政調査・視察を積極的に行い、目標どおりの達成に至っ

た。
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事業番号

H23

16

月

日

20

H22

20

12

12

政務調査費（政務活動

費）執行状況の公開

成果指標名

委員会による行政調査

日数

活動指標名

委員会による行政調査

日数

12

12

12

419
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20
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16

16

月
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H24
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10

日
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12
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平平平平

成成成成
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年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

政務調査費から政務活動費に変更され、小牧市議会では充てられる経費について変

更しないことで当面進むこととなったが、他市の動向、議員の要求によっては、今後、

使途につき、見直しを行う必要が生じる。
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年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

方向性の判定

方向性の判定

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

他市の政策動向の把握や、市民ニーズ・社会情勢の探求の手段が狭められ、議員活

動に支障が生じる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持

維　持

近隣市をはじめ、他市の動向を注視しつつ、議会に対して情報を提供し、変更を必要

とする場合は円滑に条例改正等の手続きを行う。

判　定　理　由

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

平平平平

成成成成
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年年年年
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事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

活動費において、経費項目の妥当性を他市の動向も見つつ、適正となるよう執行に

努めたい。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

使途につき、見直しを行う必要が生じる。

調査費から活動費への自治法の改正は、議員活動の拡大の必要性を示唆するもの

であり、更なる情報の収集と広報、使途の透明性の確保に努める必要がある。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


